
6.金融システムの安定を図るための農林中央金庫の資産
及び負債の秩序ある処理に関する措置への対応

7.



特定承継会社（注１）

有利息普通貯金、定期貯金、貯蓄貯金、
通知貯金、定期積金、元本補てん契約の
ある金銭信託（貸付信託を含む）、農林債
（保護預り専用商品に限る）等（注 ）

外貨貯金、譲渡性貯金、農林債（募集債
等）等

　農水産業協同組合貯金保険制度（以下「貯金保険制度」といいます）とは、農水産業協同組
合が貯金等の払戻しができなくなった場合などに、貯金者等（以下「貯金者」といいます）を
保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする
制度です。
　我が国の貯金保険制度は、「農水産業協同組合貯金保険法」（昭和48年7月法律第53号。以下

「貯金保険法」といいます）により定められており、政府、日本銀行、農林中央金庫、信用農
業協同組合連合会、信用漁業協同組合連合会等の出資により設立された農水産業協同組合貯金
保険機構（以下「貯金保険機構」といいます）が制度の運営主体となっています。
　貯金保険機構の業務は、①貯金者保護等のセーフティネットとしての貯金保険制度の運用、
とりわけ貯金保険の保険料徴収・農水産業協同組合の破綻処理に伴う資金援助及び保険金支払
等と農水産業協同組合検査の業務、 ②管理人等としての破綻農水産業協同組合の管理・処分等
の業務に大別することができます。
　貯金保険機構の運営に関する重要事項の議決を行う意思決定機関として「運営委員会」が設
置されており、同委員会は、農業又は水産業及び金融に関して専門的な知識と経験を有する委
員（７名以内）並びに貯金保険機構の理事長（運営委員会委員長）及び理事（１名）をもって
構成されています。

　貯金保険制度の対象となる農水産業協同組合は、以下の農水産業協同組合です。
　貯金保険制度の対象農水産業協同組合に貯金等をすると、貯金者、農水産業協同組合及び貯
金保険機構の間で自動的に保険関係が成立します。貯金保険制度の原資となる保険料は、対象
農水産業協同組合が、貯金等の額に応じて、毎年、貯金保険機構に納付します。
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（注１）特定承継会社は農業協同組合の信用事業を農林中央金庫に引き継がせることを主目的とする期限付き（令和8年３
月31日まで）の農林中央金庫の子会社です。

（注２）日本国内に本店のある銀行、信用金庫、信用組合、労働金庫、信金中央金庫、全国信用協同組合連合会、労働金庫
連合会、商工組合中央金庫は、「預金保険制度」に加入しています。
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（注）破綻処理方法の詳細については、「第１部　貯金保険制度の概要　４破綻処理方式」の項 (15 ページ ) を参照してください。

（注）決済用貯金とは、「無利息、 要求払、 決済サービスを提供できること」という３要件を満たすものです。

　農水産業協同組合が行う資金決済に係る取引（為替取引、手形交換所において決済をするこ
とができる手形、 小切手等の呈示（提示）に基づき行われる取引、 農水産業協同組合が自己宛
に振り出した小切手に係る取引）に関し農水産業協同組合が負担する債務を決済債務（注）とい
います。例えば、農水産業協同組合が破綻前に顧客から振込の依頼は受けているものの、顧客
から受け入れた資金が振込先へ移動していない取引に係る債務がこれに該当します。
　決済債務は、 全額保護されます。

　保険料は、資金援助や保険金支払等の業務の原資となり、その料率は、長期的に貯金保険機
構の財政が均衡するよう定めることとされています。
　貯金保険対象農水産業協同組合は、毎年、その年の６月30日までに保険料を貯金保険機構に
納付することが義務付けられており、保険料の額は、前年度（保険料を納付すべき日の属する
年の前年の４月１日からその属する年の３月31日までの間）の貯金保険対象貯金等の残高（前
年度各営業日の残高の平均）に保険料率を乗じて算出することになっています。
　保険料率は、全額保護の決済用貯金（注）と定額保護の一般貯金等の各々について設定してい
ます。なお、保険料率を定め、または変更するときは、運営委員会の議決を経たうえで、農林
水産大臣、財務大臣及び金融庁長官（内閣総理大臣による法定委任。以下同じ）の認可を受け
て決定し、公告する手続をとることになっています。

の２つの方式（注）があります。
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15

　貯金保険制度の下では、農水産業協同組合が貯金等の払戻しができなくなった場合などに、
貯金者の保護及び破綻農水産業協同組合に係る資金決済の確保を図り、信用秩序の維持に資す
るために、貯金等が保護されています。このため、貯金保険機構は、付保貯金を特定し、貯金
者ごとの付保貯金額の算定などを迅速に行う必要があります。同一の貯金者が当該農水産業協
同組合に複数の貯金口座を有する場合には、これらをまとめたうえで、定められた優先順位に
照らして、どこまでが付保貯金となるかを特定し、貯金者ごとの付保貯金額を算定する作業が
必要となります（以下「名寄せ」といいます）。これを確実なものとするよう、貯金保険法で
は農水産業協同組合に貯金者データの整備及びシステムの対応を義務付けています。

　農水産業協同組合は、平時から名寄せ等に必要な貯金者データを整備し、破綻の際には貯金
者データを遅滞なく貯金保険機構に提出することが義務付けられています。この場合に、農水
産業協同組合が貯金保険機構に提出するデータの具体的な様式を定めたものが「機構指定
フォーマット」です。その内容は、貯金者の氏名、生年月日、住所（法人の場合は名称、設立
年月日、所在地）、電話番号、口座番号、貯金等の元本及び利息額等の項目で構成されています。
　農水産業協同組合の破綻時に、こうしたデータが貯金保険機構に遅滞なく提出されないと名
寄せ等ができず、迅速な貯金者保護が困難になります（このため、農水産業協同組合の破綻時
における貯金者データの提出に係る手順等の整備も必要となります）。
　このほか、農水産業協同組合には破綻時に支払対象貯金等に係る保険金の支払またはその払
い戻しその他の保険事故に対処するために必要な措置を講ずることが義務付けられています。

　貯金保険機構は、農水産業協同組合が破綻したとき、当該農水産業協同組合から速やかに磁
気テープ等により貯金者データの提出を受け、貯金保険機構が保有しているシステムにより名
寄せ等を行います。
　また、貯金保険機構は、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）が必要と認め
たときは、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）の命を受け、農水産業協同組
合のデータベース及びシステムの整備について対応状況を確認するため、立入検査を行ってい
ます（注）。

　農水産業協同組合が破綻したときに貯金保険で保護される付保貯金額は、保険対象貯金等の
うち、決済用貯金は全額、それ以外の貯金等については１農水産業協同組合ごとに貯金者１人
当たり元本1,000万円までとその利息等の合計額となりますが、貯金者が受け取る金額は、これ
に限られているわけではありません。保護限度を超える保険対象貯金等や保険対象外の貯金等
並びにこれらの利息等については、破綻農水産業協同組合の財産の状況に応じて一部カットさ
れることがありますが、破綻農水産業協同組合の資産を処分、回収して得られる破産配当金ま
たは弁済金を受け取ることができます。また、貯金者が当該破綻農水産業協同組合からの借入
金（未払金（注）を含む）等の債務を有しているときは、貯金等の債権と借入金等の債務を相殺
することによって実質的に貯金の回収を行うことができる場合があります。

　農水産業協同組合が破綻したとき、付保貯金額を算定するためには、同一の貯金者が当該破
綻農水産業協同組合に有する複数の貯金口座を合算する作業が必要となります。
　この場合の貯金者については、個人、法人及び権利能力なき社団・財団は、個々に１貯金者
として扱われますが、それ以外の団体（以下任意団体といいます）は１貯金者として扱えない

　付保貯金額の範囲内での貯金等の払戻しを行うためには、その前提として、名寄せ（貯金者
ごとの付保貯金額の算定等）を行う必要があります。

　貯金者の利便性を確保していくため、以下のことが可能となっています。
①　資金援助方式の場合には、破綻した農水産業協同組合が救済農水産業協同組合に信用事業

譲渡等を行うまでの期間であ っても、付保貯金額の範囲内で貯金等の払戻しを行うことが
できます。

②　保険金の支払や付保貯金の払戻しにかなりの日数を要すると見込まれるようなときは、貯
金者の当座の生活資金に充てるための仮払金の支払（普通貯金１口座当たり60万円を限度）
を行うことができます。

③　決済用貯金以外の保険対象貯金等の貯金者１人当たり元本1,000万円を超える部分及び外貨
貯金並びにこれらの利息等については、破綻農水産業協同組合の破産配当見込額等を考慮の
うえ決定された一定の率（概算払率）を乗じた金額で貯金保険機構が買い取り、貯金者に支
払うことができます。これを貯金等債権の買取制度（概算払）といいます。なお、最終的に
清算時の配当等が買取価格を上回る場合には、追加的な支払（精算払）も実施されます。
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者ごとの付保貯金額の算定などを迅速に行う必要があります。同一の貯金者が当該農水産業協
同組合に複数の貯金口座を有する場合には、これらをまとめたうえで、定められた優先順位に
照らして、どこまでが付保貯金となるかを特定し、貯金者ごとの付保貯金額を算定する作業が
必要となります（以下「名寄せ」といいます）。これを確実なものとするよう、貯金保険法で
は農水産業協同組合に貯金者データの整備及びシステムの対応を義務付けています。

　農水産業協同組合は、平時から名寄せ等に必要な貯金者データを整備し、破綻の際には貯金
者データを遅滞なく貯金保険機構に提出することが義務付けられています。この場合に、農水
産業協同組合が貯金保険機構に提出するデータの具体的な様式を定めたものが「機構指定
フォーマット」です。その内容は、貯金者の氏名、生年月日、住所（法人の場合は名称、設立
年月日、所在地）、電話番号、口座番号、貯金等の元本及び利息額等の項目で構成されています。
　農水産業協同組合の破綻時に、こうしたデータが貯金保険機構に遅滞なく提出されないと名
寄せ等ができず、迅速な貯金者保護が困難になります（このため、農水産業協同組合の破綻時
における貯金者データの提出に係る手順等の整備も必要となります）。
　このほか、農水産業協同組合には破綻時に支払対象貯金等に係る保険金の支払またはその払
い戻しその他の保険事故に対処するために必要な措置を講ずることが義務付けられています。

　貯金保険機構は、農水産業協同組合が破綻したとき、当該農水産業協同組合から速やかに磁
気テープ等により貯金者データの提出を受け、貯金保険機構が保有しているシステムにより名
寄せ等を行います。
　また、貯金保険機構は、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）が必要と認め
たときは、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）の命を受け、農水産業協同組
合のデータベース及びシステムの整備について対応状況を確認するため、立入検査を行ってい
ます（注）。

　農水産業協同組合が破綻したときに貯金保険で保護される付保貯金額は、保険対象貯金等の
うち、決済用貯金は全額、それ以外の貯金等については１農水産業協同組合ごとに貯金者１人
当たり元本1,000万円までとその利息等の合計額となりますが、貯金者が受け取る金額は、これ
に限られているわけではありません。保護限度を超える保険対象貯金等や保険対象外の貯金等
並びにこれらの利息等については、破綻農水産業協同組合の財産の状況に応じて一部カットさ
れることがありますが、破綻農水産業協同組合の資産を処分、回収して得られる破産配当金ま
たは弁済金を受け取ることができます。また、貯金者が当該破綻農水産業協同組合からの借入
金（未払金（注）を含む）等の債務を有しているときは、貯金等の債権と借入金等の債務を相殺
することによって実質的に貯金の回収を行うことができる場合があります。

　農水産業協同組合が破綻したとき、付保貯金額を算定するためには、同一の貯金者が当該破
綻農水産業協同組合に有する複数の貯金口座を合算する作業が必要となります。
　この場合の貯金者については、個人、法人及び権利能力なき社団・財団は、個々に１貯金者
として扱われますが、それ以外の団体（以下任意団体といいます）は１貯金者として扱えない

　付保貯金額の範囲内での貯金等の払戻しを行うためには、その前提として、名寄せ（貯金者
ごとの付保貯金額の算定等）を行う必要があります。

　貯金者の利便性を確保していくため、以下のことが可能となっています。
①　資金援助方式の場合には、破綻した農水産業協同組合が救済農水産業協同組合に信用事業

譲渡等を行うまでの期間であ っても、付保貯金額の範囲内で貯金等の払戻しを行うことが
できます。

②　保険金の支払や付保貯金の払戻しにかなりの日数を要すると見込まれるようなときは、貯
金者の当座の生活資金に充てるための仮払金の支払（普通貯金１口座当たり60万円を限度）
を行うことができます。

③　決済用貯金以外の保険対象貯金等の貯金者１人当たり元本1,000万円を超える部分及び外貨
貯金並びにこれらの利息等については、破綻農水産業協同組合の破産配当見込額等を考慮の
うえ決定された一定の率（概算払率）を乗じた金額で貯金保険機構が買い取り、貯金者に支
払うことができます。これを貯金等債権の買取制度（概算払）といいます。なお、最終的に
清算時の配当等が買取価格を上回る場合には、追加的な支払（精算払）も実施されます。
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① 個人

② 法人及び権利能力なき社団・財団

③ 任意団体

　個人については、家族であっても、夫婦・親子はそれぞれ別の法的主体であるため、
その名義に従い別個の貯金者として取り扱われ、それぞれ別に名寄せされます。ただし、
家族の名義を借りたに過ぎない貯金等は、他人名義貯金として保険の対象外となるため、
注意が必要です。
　個人事業主の場合、事業用の貯金等と事業用以外の貯金等は、同一人の貯金等として
名寄せされます。

　団体名義の貯金等については、団体が法人である場合や権利能力なき社団・財団に該
当する場合は、その団体が１貯金者として取り扱われます。
　権利能力なき社団・財団に該当するためには、一般的には、団体として組織され、規
約等により運営方法が定められているなどの要件が求められますが、個々のケースにつ
いてその実態をみて農水産業協同組合において判断することになります（Q33 を参照し
てください）。

　法人でもなく、権利能力なき社団・財団とも認められない任意団体名義の貯金等は、そ
の団体を構成する各構成員の貯金等として構成員の他の貯金等とともに名寄せされます。
　このため、取引農水産業協同組合が破綻したとき、任意団体の代表者は、その団体の
構成員に関するデータ（氏名、生年月日、持分額等）を破綻農水産業協同組合に速やか
に提出する必要があります。

（注）ただし、平成17 年 4 月からは、決済用貯金（無利息、要求払、決済サーピスを提供できること、 という３要件を満たす
貯金）については全額保護。

　保険金支払方式（20ページを参照してください）の場合には、貯金保険機構から各貯金者に
郵送する保険金支払請求書に必要な事項を記入し、本人確認ができる書類とともに貯金保険機
構（貯金保険機構が農水産業協同組合等に保険金支払業務を委託した場合には、当該農水産業
協同組合等の窓口）に提出し、請求を行うことにより、保険金の支払を受けます。

　同一貯金者の貯金等を合算した結果、保険対象貯金等のうち、決済用貯金以外の貯金等が元
本1,000万円を超え、かつ、複数の貯金等が存在する場合には、貯金保険法で定められた 次の
ような優先順位により、元本1,000万円を特定することとなっています。

　資金援助方式（15ページを参照してください）の場合には、貯金保険機構が名寄せ（貯金者
ごとの付保貯金額の算定等）作業をした後、その結果を破綻農水産業協同組合に通知します。
破綻農水産業協同組合では、その結果を基に、貯金等の払戻しの諸準備を行います（注）。

　なお、確定拠出年金の積立金の運用に係る貯金等がある場合、当該貯金者の積立分も含め付
保貯金額を算定しますが、付保貯金を特定するための優先関係については、加入者個人の貯金
等が優先されます。

ため、各構成員の貯金等として持分に応じて分割され、各構成員の貯金等として名寄せされる
ことになります。具体的には次のとおりになります。

　付保貯金以外の貯金等については、破綻農水産業協同組合の財産の状況に応じて、倒産手続
によって弁済金・配当金として支払われることになります。
　ただし、貯金者が、一般債権者として倒産手続に参加した場合、弁済金・配当金の受取りに
相当な時間を要する可能性があるため、貯金者の利便性を確保することを目的として、概算払
の制度が設けられています。
　すなわち、保険対象貯金等のうち決済用貯金以外の貯金等で元本1,000万円を超える部分及び
外貨貯金並びにこれらの利息等については、貯金保険機構が概算払の実施を決定した場合には、
貯金者からの請求に基づいて、当該債権を配当金の見込額等を考慮して決定した一定の率（概
算払率）を乗じた金額により買い取る形で支払うことができるようになっています（ただし、
担保権が設定されている貯金等は除きます）。この制度によって、貯金者は弁済金・配当金の
受取りを待たずに早期にその一部の回収が可能となります。この概算払は、資金援助方式及び
保険金支払方式のいずれの破綻処理方式においても実施できます。

　仮払金は、保険事故が発生し、保険金の支払開始または付保貯金の払戻しまでにかなりの日
数を要すると見込まれるような場合、破綻農水産業協同組合の貯金者の当座の生活資金等に充
てるため支払われるものです。貯金保険機構が仮払金の支払を行うためには、保険事故発生の
日から１週間以内に運営委員会の議決を経て決定することが必要とされています。
　仮払金は、各貯金者の普通貯金残高（元本のみ）について、１口座につき60万円を限度とし
て支払われます。
　なお、後に保険金等が支払われる時には、この仮払金支払額はその貯金者の保険金の額等か
ら控除されることとなります。
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① 個人

② 法人及び権利能力なき社団・財団

③ 任意団体

　個人については、家族であっても、夫婦・親子はそれぞれ別の法的主体であるため、
その名義に従い別個の貯金者として取り扱われ、それぞれ別に名寄せされます。ただし、
家族の名義を借りたに過ぎない貯金等は、他人名義貯金として保険の対象外となるため、
注意が必要です。
　個人事業主の場合、事業用の貯金等と事業用以外の貯金等は、同一人の貯金等として
名寄せされます。

　団体名義の貯金等については、団体が法人である場合や権利能力なき社団・財団に該
当する場合は、その団体が１貯金者として取り扱われます。
　権利能力なき社団・財団に該当するためには、一般的には、団体として組織され、規
約等により運営方法が定められているなどの要件が求められますが、個々のケースにつ
いてその実態をみて農水産業協同組合において判断することになります（Q33 を参照し
てください）。

　法人でもなく、権利能力なき社団・財団とも認められない任意団体名義の貯金等は、そ
の団体を構成する各構成員の貯金等として構成員の他の貯金等とともに名寄せされます。
　このため、取引農水産業協同組合が破綻したとき、任意団体の代表者は、その団体の
構成員に関するデータ（氏名、生年月日、持分額等）を破綻農水産業協同組合に速やか
に提出する必要があります。

（注）ただし、平成17 年 4 月からは、決済用貯金（無利息、要求払、決済サーピスを提供できること、 という３要件を満たす
貯金）については全額保護。

　保険金支払方式（20ページを参照してください）の場合には、貯金保険機構から各貯金者に
郵送する保険金支払請求書に必要な事項を記入し、本人確認ができる書類とともに貯金保険機
構（貯金保険機構が農水産業協同組合等に保険金支払業務を委託した場合には、当該農水産業
協同組合等の窓口）に提出し、請求を行うことにより、保険金の支払を受けます。

　同一貯金者の貯金等を合算した結果、保険対象貯金等のうち、決済用貯金以外の貯金等が元
本1,000万円を超え、かつ、複数の貯金等が存在する場合には、貯金保険法で定められた 次の
ような優先順位により、元本1,000万円を特定することとなっています。

　資金援助方式（15ページを参照してください）の場合には、貯金保険機構が名寄せ（貯金者
ごとの付保貯金額の算定等）作業をした後、その結果を破綻農水産業協同組合に通知します。
破綻農水産業協同組合では、その結果を基に、貯金等の払戻しの諸準備を行います（注）。

　なお、確定拠出年金の積立金の運用に係る貯金等がある場合、当該貯金者の積立分も含め付
保貯金額を算定しますが、付保貯金を特定するための優先関係については、加入者個人の貯金
等が優先されます。

ため、各構成員の貯金等として持分に応じて分割され、各構成員の貯金等として名寄せされる
ことになります。具体的には次のとおりになります。

　付保貯金以外の貯金等については、破綻農水産業協同組合の財産の状況に応じて、倒産手続
によって弁済金・配当金として支払われることになります。
　ただし、貯金者が、一般債権者として倒産手続に参加した場合、弁済金・配当金の受取りに
相当な時間を要する可能性があるため、貯金者の利便性を確保することを目的として、概算払
の制度が設けられています。
　すなわち、保険対象貯金等のうち決済用貯金以外の貯金等で元本1,000万円を超える部分及び
外貨貯金並びにこれらの利息等については、貯金保険機構が概算払の実施を決定した場合には、
貯金者からの請求に基づいて、当該債権を配当金の見込額等を考慮して決定した一定の率（概
算払率）を乗じた金額により買い取る形で支払うことができるようになっています（ただし、
担保権が設定されている貯金等は除きます）。この制度によって、貯金者は弁済金・配当金の
受取りを待たずに早期にその一部の回収が可能となります。この概算払は、資金援助方式及び
保険金支払方式のいずれの破綻処理方式においても実施できます。

　仮払金は、保険事故が発生し、保険金の支払開始または付保貯金の払戻しまでにかなりの日
数を要すると見込まれるような場合、破綻農水産業協同組合の貯金者の当座の生活資金等に充
てるため支払われるものです。貯金保険機構が仮払金の支払を行うためには、保険事故発生の
日から１週間以内に運営委員会の議決を経て決定することが必要とされています。
　仮払金は、各貯金者の普通貯金残高（元本のみ）について、１口座につき60万円を限度とし
て支払われます。
　なお、後に保険金等が支払われる時には、この仮払金支払額はその貯金者の保険金の額等か
ら控除されることとなります。
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譲渡性貯金、農林債（募集
債等）等

有利息普通貯金、
定期貯金、定期積金、農
林債（保護預り専用商品
に限る）等

　貯金保険機構が概算払により貯金者から買い取った貯金等債権については、貯金保険機構は、
破綻農水産業協同組合の倒産手続に参加して弁済金・配当金を受け取ることとなります。買い
取った貯金等債権の回収額が、買取りに要した費用を控除しても、概算払額を超えるときは、
その超える部分の金額を貯金者に追加的に支払うこととなっています。これを「精算払」とい
います。

　貯金者が破綻農水産業協同組合に対して借入金等を有しているときは、貯金者から相殺の意
思表示を行うことで、貯金等とこれらの債務の相殺が可能です。相殺は資金援助方式及び保険
金支払方式のいずれの破綻処理方式においても実施できます。ただし、以下のような場合には
相殺ができないこともありますので、注意が必要です。

　前述のような要件が整っていた場合においても、相殺ができない場合があるので注意が必要
です。例えば、次のようなものがあげられます。

　相殺は民法及び貯金規定に基づいて、貯金者側から破綻農水産業協同組合に対して所定の手
続をとって、相殺をする旨の意思表示を行うことが必要です。
　また、次の場合には貯金規定に定めがないと相殺できませんので、注意が必要です。

（注 1）決済用貯金とは、「無利息、要求払、決済サービスを提供できること」という３要件を満たすものです。
（注 2）定期積金の給付補てん金等も利息と同様保護されます。
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　資金援助方式の場合、農水産業協同組合が破綻したとき、都道府県知事（または農林水産大
臣及び金融庁長官）により選任された管理人（詳しくは15ページの「4 破綻処理方式」を参照
してください）は、救済農水産業協同組合への迅速な信用事業譲渡等を目指し、組合員・利用
者の利便性を極力維持するとともに農水産業協同組合の価値を保持するため、一定の基本的業
務を続けるような運用がなされるものと考えられます。そのための前提として、①名寄せ（貯
金者ごとの付保貯金額の算定等）、②付保貯金とそれ以外の貯金等を分別管理するための作業が
必要です。これらの作業を終え次第、基本的な業務として、①付保貯金額の範囲内での貯金等
の払戻し及び破綻後の新規貯金等の受払い、②一部の決済業務、③資金使途が適切であり返済が
可能と判断された場合の貸出等を実施することとなります。
　また、信用事業以外の事業（経済・共済事業）についても基本的業務を続けるような運用が
なされるものと考えられます。
　仮に、この準備に一定期間が必要な場合には、破綻後店舗を閉鎖しその準備を急ぎ整えたう
えで、これらの業務を再開することとなると考えられます。

　破綻農水産業協同組合は民事再生手続の下に置かれる可能性が高いと想定されていますが、
管理人により、債務の履行状況、回収確実性等を勘案のうえ、健全な借り手への貸出等につい
ては引き続き行われることになると考えています。

　経済事業に係る業務については、民事再生法下で裁判所の許可を受けて、必要な業務を続け
ることが想定されます。
　共済事業については、農水産業協同組合と全国共済農業協同組合連合会（JA共済連）または
全国共済水産業協同組合連合会（JF共水連）が共同して共済契約者と共済契約を締結していま
すが、民事再生等の申立により、破綻農水産業協同合は共済契約から離脱し、JA共済連または
JF共水連が単独で契約を引受けすることにより保障が継続されます。

　決済機能の安定確保を図る観点から、仕掛り決済取引についても決済債務として貯金保険制
度で手当されています。具体的には、仮受金で経理処理されている場合や自己宛小切手などに
ついても全額保護されます（注）。

　なお、破綻後、ほとんどの場合、当該農水産業協同組合は信用事業譲渡等を目指して民事再
生法下で業務を続けることが想定されます。この場合、破綻後新規に受け付ける決済取引は、
付保貯金あるいは新規受け入れ資金を原資とするものについてはすべて実行されると考えられ
ます。

　貯金等の払戻しのためには、名寄せ（貯金者ごとの付保貯金額の算定等）の結果を踏まえて、
払戻しを停止する必要のある貯金口座等からの貯金等の払戻しを防止する措置、貯金口座ごと
の入出金記録を保存する措置等が必要となります。これらの措置を実施するためには破綻農水
産業協同組合におけるシステム上での対応が必要となります。万一システムの対応に時間がか
かる場合には、窓口での貯金等の払戻しを一部の業務に限定する場合や貯金等の払戻し開始ま
でにある程度の時間を要する場合があります。
　なお、平成27年９月の貯金保険法の改正により、支払対象貯金等に係る保険金の支払または
その払戻しその他の保険事故に対処するために必要な措置を予め講じておくこととされました。
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　破綻処理の方法には、保険金を直接各貯金者に支払う方式（保険金支払方式）と、救済農水
産業協同組合に破綻農水産業協同組合の信用事業の全部や一部を移管し、資金援助を行う方式

（資金援助方式）の２つの方式があります。どちらの方式でも、貯金保険制度により貯金等が
保護される範囲は同じですが、保険金支払方式は、破産手続の併用により破綻農水産業協同組
合の金融機能が消滅するのに対して、資金援助方式は、破綻農水産業協同組合の一定の金融機
能は救済農水産業協同組合に移管され維持されます。
　なお、平成11年12月の金融審議会の答申で、「金融機関が破綻した場合には、破綻処理に要
するコストがより小さいと見込まれる処理方法を選択するとともに、破綻に伴う混乱を最小限
に止めることが重要であり、金融機関の破綻処理方式としては、資金援助方式の適用を優先し、
保険金支払方式の発動はできるだけ回避すべきである」との方針が示されています。

　被管理農水産業協同組合の管理は、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）に
より選任された管理人が行うことになります。
　被管理農水産業協同組合を代表し、業務の執行や財産の管理・処分等を行う権利は、管理人
に専属します。また、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）の求めに応じて、
被管理農水産業協同組合の業務及び財産の状況等に関する報告や経営に関する計画を作成し、
被管理農水産業協同組合の業務の暫定的な維持・継続を行う一方で、救済農水産業協同組合へ
の迅速な信用事業譲渡等を目指すことや、旧経営者に対する経営破綻の責任を明確にするため
の民事上の提訴や刑事上の告発も行います。
　なお、管理人は、公認会計士、農業協同組合中央会（漁業協同組合連合会）、貯金保険機構
等から選任されることが想定されています。

　破綻した農水産業協同組合の貯金等を保護するとともに、その金融機能を維持する対応とし
て、健全な農水産業協同組合（救済農水産業協同組合）への信用事業譲渡・合併等の方法があ
ります。
　貯金保険法においては、以下のような方式が定められています。　

　定額保護下においては、付保貯金以外の貯金等や債権については、破綻農水産業協同組合の
財産に応じた弁済がなされます。このため、農水産業協同組合の破綻に際しては、これらの貯
金者や債権者の平等を保ち、財産の流出を防ぐために、貯金等の払戻しなどの農水産業協同組
合の業務に制約を課して財産を保全することが必要であり、そのために倒産法制を利用するこ
ととなります。具体的には、破綻農水産業協同組合について民事再生手続開始の申立てを行い、
裁判所の監督の下で、付保貯金や健全資産を救済農水産業協同組合に譲渡するとともに、それ
以外の貯金等や債権について破綻農水産業協同組合の財産に応じて弁済を行うことが想定され
ています。

　農水産業協同組合に対しては、債務超過の場合または貯金等の払戻しを停止するおそれがあ
るときは、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）にその旨を届け出ることが義
務付けられています。

　資金援助方式は、農水産業協同組合が破綻した場合、救済農水産業協同組合に対する信用事
業譲渡・合併等に当たり、貯金保険機構から、ペイオフコストの範囲内で資金援助（金銭の贈
与等）を行うものです。資金援助の方法としては、金銭の贈与、資金の貸付けまたは預入れ、
資産の買取り、債務の保証、債務の引受け、優先出資の引受け等、損害担保（いわゆるロスシェ
アリング）があります。

　農水産業協同組合の経営が悪化したとき、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長
官）は、管理人による業務及び財産の管理を命ずる処分を行うことができます（この管理を命
ずる処分を受けた状態の農水産業協同組合を「被管理農水産業協同組合」といいます）。
　この決定を行う要件は、次の①～④のいずれかに該当し、かつ㋐、 ㋑のいずれかに該当する
ことです。
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等から選任されることが想定されています。

　破綻した農水産業協同組合の貯金等を保護するとともに、その金融機能を維持する対応とし
て、健全な農水産業協同組合（救済農水産業協同組合）への信用事業譲渡・合併等の方法があ
ります。
　貯金保険法においては、以下のような方式が定められています。　

　定額保護下においては、付保貯金以外の貯金等や債権については、破綻農水産業協同組合の
財産に応じた弁済がなされます。このため、農水産業協同組合の破綻に際しては、これらの貯
金者や債権者の平等を保ち、財産の流出を防ぐために、貯金等の払戻しなどの農水産業協同組
合の業務に制約を課して財産を保全することが必要であり、そのために倒産法制を利用するこ
ととなります。具体的には、破綻農水産業協同組合について民事再生手続開始の申立てを行い、
裁判所の監督の下で、付保貯金や健全資産を救済農水産業協同組合に譲渡するとともに、それ
以外の貯金等や債権について破綻農水産業協同組合の財産に応じて弁済を行うことが想定され
ています。

　農水産業協同組合に対しては、債務超過の場合または貯金等の払戻しを停止するおそれがあ
るときは、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）にその旨を届け出ることが義
務付けられています。

　資金援助方式は、農水産業協同組合が破綻した場合、救済農水産業協同組合に対する信用事
業譲渡・合併等に当たり、貯金保険機構から、ペイオフコストの範囲内で資金援助（金銭の贈
与等）を行うものです。資金援助の方法としては、金銭の贈与、資金の貸付けまたは預入れ、
資産の買取り、債務の保証、債務の引受け、優先出資の引受け等、損害担保（いわゆるロスシェ
アリング）があります。

　農水産業協同組合の経営が悪化したとき、都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長
官）は、管理人による業務及び財産の管理を命ずる処分を行うことができます（この管理を命
ずる処分を受けた状態の農水産業協同組合を「被管理農水産業協同組合」といいます）。
　この決定を行う要件は、次の①～④のいずれかに該当し、かつ㋐、 ㋑のいずれかに該当する
ことです。
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　資金援助とは、農水産業協同組合が破綻した場合、貯金保険機構が、信用事業譲渡・合併等
を行う救済農水産業協同組合に対し、その合併等を容易にするよう援助を行うものです。資金
援助によって合併等が円滑に行われ、貯金等は救済農水産業協同組合に引き継がれ保護される
こととなります。資金援助は、予め適格性の認定等を受けた救済農水産業協同組合等に対して、
原則としてペイオフコストの範囲内（注1）で行われることになります。
　また、貯金保険機構は、指定支援法人（（一社）ジェイエイバンク支援協会・（一社）ジェイ
エフマリンバンク支援協会）（注２）が行う金銭の贈与等の業務に対しても資金援助を行うことが
できます。

　都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）による合併等に関する適格性の認定あ
るいは合併等のあっせんを受けた救済農水産業協同組合等は、貯金保険機構に対し資金援助の
申込みを行うことができます。申込みを受けた貯金保険機構は、資金援助の可否、資金援助の
額及び方法等を運営委員会の議決を経て決定し農林水産大臣、財務大臣及び金融庁長官の認可
を受けます。貯金保険機構は、この決定をしたときは、救済農水産業協同組合等と資金援助に
関する契約を締結し、資金援助を実施することとなります。

（注 1）ペイオフコストを超える資金援助（金融危機対応）については、「第１部　貯金保険制度の概要　５（3）ペイオフ
コスト超の資金援助」の項（22 ページ）を参照してください。

（注 2）指定支援法人とは、「農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律」（平成
8年法律第 118 号）第 32 条第 2項に規定する指定支援法人をいいます。
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　資金援助とは、農水産業協同組合が破綻した場合、貯金保険機構が、信用事業譲渡・合併等
を行う救済農水産業協同組合に対し、その合併等を容易にするよう援助を行うものです。資金
援助によって合併等が円滑に行われ、貯金等は救済農水産業協同組合に引き継がれ保護される
こととなります。資金援助は、予め適格性の認定等を受けた救済農水産業協同組合等に対して、
原則としてペイオフコストの範囲内（注1）で行われることになります。
　また、貯金保険機構は、指定支援法人（（一社）ジェイエイバンク支援協会・（一社）ジェイ
エフマリンバンク支援協会）（注２）が行う金銭の贈与等の業務に対しても資金援助を行うことが
できます。

　都道府県知事（または農林水産大臣及び金融庁長官）による合併等に関する適格性の認定あ
るいは合併等のあっせんを受けた救済農水産業協同組合等は、貯金保険機構に対し資金援助の
申込みを行うことができます。申込みを受けた貯金保険機構は、資金援助の可否、資金援助の
額及び方法等を運営委員会の議決を経て決定し農林水産大臣、財務大臣及び金融庁長官の認可
を受けます。貯金保険機構は、この決定をしたときは、救済農水産業協同組合等と資金援助に
関する契約を締結し、資金援助を実施することとなります。

（注 1）ペイオフコストを超える資金援助（金融危機対応）については、「第１部　貯金保険制度の概要　５（3）ペイオフ
コスト超の資金援助」の項（22 ページ）を参照してください。

（注 2）指定支援法人とは、「農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律」（平成
8年法律第 118 号）第 32 条第 2項に規定する指定支援法人をいいます。
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債権回収会社

　保険金支払方式は、農水産業協同組合が破綻した場合、貯金保険機構が破綻した農水産業協
同組合の貯金者に直接保険金を支払うことです。保険金支払の原因となる保険事故には次の２
種類があり、保険金の支払は貯金口座の名寄せ（貯金者ごとの付保貯金額の算定等）等の準備
が整い次第、 貯金者からの請求に基づいて行われます。
　なお、保険金支払方式が採用されると、農水産業協同組合の処理に破産手続（注）を用いるこ
とが想定されており、 破綻農水産業協同組合の金融機能は消滅することとなります。

　貯金保険機構は、保険事故が発生した農水産業協同組合から速やかに「機構指定フォーマッ
ト」により定められた貯金者データの提出を受け、貯金口座の名寄せ作業を行います。
　保険事故が発生した農水産業協同組合の貯金者に支払われる保険金の額は、保険事故発生日
に当該農水産業協同組合に預入している保険対象となる貯金等の元本とその利息等の合計額で
あり、元本の額は、決済用貯金全額と、政令により１貯金者当たり1,000万円までと定められて
います（ただし、担保貯金等については、当該担保権に係る被担保債権が消滅するまで支払を
保留することがあります）。

　貯金保険機構は、第一種保険事故が発生した場合、保険金の支払及び公告事項（保険金の支
払期間、支払場所、支払方法、支払取扱時間等）を運営委員会の議決を経て決定し、保険金の
支払に関する公告事項を官報等に掲載し、貯金者に周知徹底を図ります。なお、第二種保険事
故の場合には、運営委員会の議決を経ることなく保険金を支払うこととなりますので、貯金保
険機構は公告事項を定め、公告する手順のみ行います。また、これに併せ、各貯金者に保険金
額等 を記人した保険金支払通知書・請求書を郵送します。
　貯金者はこの保険金支払請求書と本人確認ができる書類を貯金保険機構（貯金保険機構が農
水産業協同組合等に保険金支払業務を委託した場合には、当該農水産業協同組合等の窓口）に
提出し、請求を行うことにより、保険金の支払を受けることができます。
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債権回収会社

　保険金支払方式は、農水産業協同組合が破綻した場合、貯金保険機構が破綻した農水産業協
同組合の貯金者に直接保険金を支払うことです。保険金支払の原因となる保険事故には次の２
種類があり、保険金の支払は貯金口座の名寄せ（貯金者ごとの付保貯金額の算定等）等の準備
が整い次第、 貯金者からの請求に基づいて行われます。
　なお、保険金支払方式が採用されると、農水産業協同組合の処理に破産手続（注）を用いるこ
とが想定されており、 破綻農水産業協同組合の金融機能は消滅することとなります。

　貯金保険機構は、保険事故が発生した農水産業協同組合から速やかに「機構指定フォーマッ
ト」により定められた貯金者データの提出を受け、貯金口座の名寄せ作業を行います。
　保険事故が発生した農水産業協同組合の貯金者に支払われる保険金の額は、保険事故発生日
に当該農水産業協同組合に預入している保険対象となる貯金等の元本とその利息等の合計額で
あり、元本の額は、決済用貯金全額と、政令により１貯金者当たり1,000万円までと定められて
います（ただし、担保貯金等については、当該担保権に係る被担保債権が消滅するまで支払を
保留することがあります）。

　貯金保険機構は、第一種保険事故が発生した場合、保険金の支払及び公告事項（保険金の支
払期間、支払場所、支払方法、支払取扱時間等）を運営委員会の議決を経て決定し、保険金の
支払に関する公告事項を官報等に掲載し、貯金者に周知徹底を図ります。なお、第二種保険事
故の場合には、運営委員会の議決を経ることなく保険金を支払うこととなりますので、貯金保
険機構は公告事項を定め、公告する手順のみ行います。また、これに併せ、各貯金者に保険金
額等 を記人した保険金支払通知書・請求書を郵送します。
　貯金者はこの保険金支払請求書と本人確認ができる書類を貯金保険機構（貯金保険機構が農
水産業協同組合等に保険金支払業務を委託した場合には、当該農水産業協同組合等の窓口）に
提出し、請求を行うことにより、保険金の支払を受けることができます。

金
融
シ
ス
テ
ム
の
安
定
を
図
る

た
め
の
農
林
中
央
金
庫
の
資
産

及
び
負
債
の
秩
序
あ
る
処
理
に

関
す
る
措
置
へ
の
対
応

金
融
シ
ス
テ
ム
の
安
定
を
図
る

た
め
の
農
林
中
央
金
庫
の
資
産

及
び
負
債
の
秩
序
あ
る
処
理
に

関
す
る
措
置
へ
の
対
応

７ ７

20



　内閣総理大臣及び農林水産大臣は、我が国または農水産業協同組合が業務を行っている地域
の信用秩序の維持に極めて重大な支障が生ずるおそれがあると認めるときには、貯金保険法第
97条に基づき、金融危機対応会議の議を経て、例外的な措置の必要性の認定を行うことができ
ます。

　金融危機対応会議は、内閣総理大臣の諮問に応じ、金融機関等の大規模かつ連鎖的な破綻等
の金融危機への対応に関する方針その他の重要事項について審議し、これに基づき関係行政機
関の施策の実施を推進する事務をつかさどります。
　会議は、内閣総理大臣を議長とし、内閣官房長官、金融担当大臣、金融庁長官、財務大臣、
日本銀行総裁をもって組織されます。

　貯金保険機構は、自己資本の充実のために資本増強（優先出資の引受け等）の必要性の認定
を受けた農水産業協同組合から申込みを受けた場合は、農林水産大臣及び金融庁長官の決定
（財務大臣の同意が必要）に従い、資本増強（優先出資の引受け等）を行うことになります。
なお、貯金保険機構が行う優先出資の引受け等とは、優先出資の引受けと劣後特約付金銭消費
貸借による貸付けがあります。

　ペイオフコストを超える資金援助の必要性の認定が行われたときは、農林水産大臣及び金融
庁長官は、直ちに、その農水産業協同組合に対して管理人による管理を命ずる処分を決定しま
す。当該農水産業協同組合の救済農水産業協同組合による信用事業の譲受け・合併等に際して
は、貯金保険機構は、ペイオフコストを超える資金援助を実施することができます。なお、こ
の場合、貯金等の全額保護が可能となっています。

　金融危機に対応するための措置としては、対象農水産業協同組合の類型に応じて次の２つの
方法があります。

金
融
シ
ス
テ
ム
の
安
定
を
図
る

た
め
の
農
林
中
央
金
庫
の
資
産

及
び
負
債
の
秩
序
あ
る
処
理
に

関
す
る
措
置
へ
の
対
応

金
融
シ
ス
テ
ム
の
安
定
を
図
る

た
め
の
農
林
中
央
金
庫
の
資
産

及
び
負
債
の
秩
序
あ
る
処
理
に

関
す
る
措
置
へ
の
対
応

７ ７

21



　内閣総理大臣及び農林水産大臣は、我が国または農水産業協同組合が業務を行っている地域
の信用秩序の維持に極めて重大な支障が生ずるおそれがあると認めるときには、貯金保険法第
97条に基づき、金融危機対応会議の議を経て、例外的な措置の必要性の認定を行うことができ
ます。

　金融危機対応会議は、内閣総理大臣の諮問に応じ、金融機関等の大規模かつ連鎖的な破綻等
の金融危機への対応に関する方針その他の重要事項について審議し、これに基づき関係行政機
関の施策の実施を推進する事務をつかさどります。
　会議は、内閣総理大臣を議長とし、内閣官房長官、金融担当大臣、金融庁長官、財務大臣、
日本銀行総裁をもって組織されます。

　貯金保険機構は、自己資本の充実のために資本増強（優先出資の引受け等）の必要性の認定
を受けた農水産業協同組合から申込みを受けた場合は、農林水産大臣及び金融庁長官の決定
（財務大臣の同意が必要）に従い、資本増強（優先出資の引受け等）を行うことになります。
なお、貯金保険機構が行う優先出資の引受け等とは、優先出資の引受けと劣後特約付金銭消費
貸借による貸付けがあります。

　ペイオフコストを超える資金援助の必要性の認定が行われたときは、農林水産大臣及び金融
庁長官は、直ちに、その農水産業協同組合に対して管理人による管理を命ずる処分を決定しま
す。当該農水産業協同組合の救済農水産業協同組合による信用事業の譲受け・合併等に際して
は、貯金保険機構は、ペイオフコストを超える資金援助を実施することができます。なお、こ
の場合、貯金等の全額保護が可能となっています。

　金融危機に対応するための措置としては、対象農水産業協同組合の類型に応じて次の２つの
方法があります。
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　内閣総理大臣及び農林水産大臣は、次の①または②の措置（特定措置といいます）を講じな
ければ、金融システムの著しい混乱が生ずるおそれがあると認めるときには、貯金保険法第
110条の2に基づき、金融危機対応会議の議を経て、特定措置の必要性の認定（特定認定といい
ます）を行うことができます。

①　貯金保険機構による特定認定に係る農林中央金庫の業務の遂行並びに財産の管理及び処分
の監視（特別監視といいます）
②　貯金保険機構による特定認定に係る資金の貸付け等または優先出資の引受け等

6 金融システムの安定を図るための
農林中央金庫の資産及び負債の秩序ある処理に
関する措置への対応

概要

資金の貸付け及び優先出資の引受け等

　貯金保険機構は、特定認定を受けた農林中央金庫から特定認定に係る資金の貸付け等（貸付
け、債務の保証）の申込みを受けた場合は、運営委員会の議決を経て資金の貸付け等を行うこ
とになります。

　また、貯金保険機構は、農林中央金庫から特定認定に係る優先出資の引受け等（優先出資の
引受け、劣後特約付金銭消費貸借による貸付け）の申込みを受けた場合は、農林水産大臣及び
金融庁長官の決定（財務大臣の同意が必要）に従い、優先出資の引受け等を行うことになりま
す。
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　農水産業協同組合が破綻した場合に救済農水産業協同組合に対して行う資金援助の一つの方
法として、破綻した農水産業協同組合の「資産の買取り」という方式があります。この場合、
その申込みを受けた貯金保険機構はその資産買取り（回収等を含む）業務を、債権回収会社に
委託し、債権回収会社が破綻した農水産業協同組合から不良債権等を買い取って、その回収や
処分等を行います。
　その際、貯金保険機構は、債権回収会社との間で回収業務に関する協定を締結して、その協
定債権回収会社（㈱整理回収機構または系統債権管理回収機構㈱）に対し、不良債権の回収を
支援するための幅広い指導及び助言を行うことができるとされています。

　農水産業協同組合を破綻に導いた旧経営者（組合長、会長、理事長、理事もしくは監事など）
に対して、民事及び刑事上の責任追及を遂行することが求められます。
　そのための方策として、管理人による旧経営者に対する責任追及があります。貯金保険機構
自身も法人として管理人に就任できることとなっていますが、管理人は、当該破綻農水産業協
同組合の旧経営者の責任（民事及び刑事）を明確にするための措置をとることが要請されてい
ます。
　具体的には、農水産業協同組合を破綻に導いた旧経営陣に対し、背任罪等による刑事告訴・
告発及び損害賠償請求訴訟の提起等を行います。
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